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Ⅱ.研 究 報 告



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

安静臥位時の立位耐容能減弱の機序 とその対策

大 学(代 表者)医 学部教授 竹 下 彰

民 間 機 関 等財 宇宙利用推進センター フロンティア共同研究推進部

立位負荷など静脈還流が低下する状況では、主として圧反射を通 じて自律神経系が血圧維

持を行 う。本研究では、交感神経系および副交感神経系の変化を通 じる心拍数 の増 加が、

血圧維持にどのような役割をになっているかを検討 して きた。現在 までに、血管拡 張剤

(sodiumnitroprusside)を 静脈注射 した際の下半身陰圧負荷による静脈還流減少に際 しての心

拍数、血圧変化を検討 し、血圧維持における心拍数の変化の意義を明らかにしてきた。

軸流圧縮機端壁境界層制御に関する研究

大 学(代 表者)工 学部学部教授 井 上 雅 弘

民 間 機 関 等 ㈱東芝 重電技術研究所

高負荷で高効率さらにサージマージンの広い多段軸流圧縮機を開発するための基礎として、

端壁境界層による二次流れを制御するエン ドベン ド動翼およびエンドベンド静翼を設計 ・製

作 し、段落性能試験 と内部流動計測を行った。その結果、エンドベンド動翼 とエンドベン ド

静翼を組み合わせた場合の段落性能は基準動 ・静翼の場合と比較 して最高効率が1.1%高 い、

サージマージンが49%広 いなど性能が大きく改善され、その改善はエン ドベンド動翼および

エン ドベン ド静翼による端壁境界層の活性化に起因することが明らかとなった。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

不連続性岩盤の評価に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 江 崎 哲 郎

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所

本年度は主として トツプリング崩壊を継続 しているダム現場を対象として、①不連続面の

工学特性の試験、②不連続面に着 目した個別要素法解析、③崩壊抑制、防止のための具体的

工法、の研究を行った。従来は調査、解析は別々に行われることが多かったが、本研究では

実際の評価を行 うために調査、試験、解析を一連のフローとしてとらえ、その場合の問題点

の抽出、解決をはかった。また、具体的に効果的な補強工法の検討を行った。その結果、以

下の成果が得 られた。

(1)不連続性岩盤斜面の安定性を左右する不連続面の力学的特性および幾何学的特性の調査

法 と決定法を示すことができた。②現場の各調査法に基づ くQシ ステムを適用 し、不連続性

岩盤全体の評価および合理的な解析手法の決定アプローチを示すことができた。(3)総合的評

価に基づいた解析モデルにより、具体的な根固めロツクボル トによる補強工法の提案を行 っ

て、実施する設計を行 った。

配電作業ロボ ットの制御方式に関する研究

大 学(代 表者)大 学院システム情報科学研究科教授 長谷川 勉

民 間 機 関 等 九州電力㈱

架空配電設備に対 し各種の作業を無停電でおこな う活線作業 ロボツトは、予期 しえない多

様な現場状況に対応するため、超多 自由度行動系となっている。 この制御法 として、指先端

に受動回転機構を設けた平行2指 ハン ドを装着 した冗長7自 由度マニピュレータの障害物回

避動作計画法を開発 し、狭温環境でのマニピュレータの操作機能の拡張が可能 となることを

示 した。また、離れた複数の点での作業を連続して実施す るとき、マニピュレータ基部の移

動を最小化する必要がある。この動作計画に必要な基礎 ソフトウエアを開発 した。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

電力用超伝導機器の電気絶縁技術に関する基礎研究

大 学(代 表者)大 学院システム情報科学研究科教授 原 雅 則

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所

①冷媒液体中の初期電子統計現象の解明

1)液体ヘ リウム(4.2K)及 び飽和超流動ヘ リウム(1.85,1.4K)中 での直流破壊特性を調べ、

サイズ効果 としての面積効果及び初期電子生成機構が陰極表面微小突起からの電界放出

によることを明らかにした。

②液体ヘ リウム中の熱気泡挙動の解析 とフラツシオーバ電圧に及ぼす気泡の影響

1)クエンチ時に発生す る熱気泡の挙動を理論 と実験により検討 し、導体表面に設けたフィ

ンによる不平等電界により気泡にグレディエントカが作用 し、浮力との釣 り合いで滞留 ・

集塊現象が起 こることを示 した。

2)破壊電圧は、気泡が膜沸騰状態に遷移すると急激に低下することを明らかにした。また、

高耐電圧化の観点から導体の長手方向にフィンを設けることが有効であることを示 した。

③浸漬冷却超伝導コイルの絶縁設計法の提案

D電 気絶縁設計の基本となる出現電圧 と絶縁系耐電圧化の推定法を提案 した。

半導体 の結晶成長 に関す るシ ミュレーシ ョンの研 究

大 学(代 表者)工 学部教授 本 岡 輝 昭

民 間 機 関 等財 宇宙環境利用推進 センター

融液 シ リコンか らの結 晶成長過程を、Tersoffポ テ ンシャルを用 いた分子動力学 シ ミュレ

ーシ ョンに よ り調 べた。[001]引 き上げ では 固/液 界面の{111}フ ァセ ットに伴 うキ ンクサイ

トに融液側 の原子 が取 り込 まれ る ことで結 晶成長が進行す るのに対 して、{111}引 き上げ で

は ダブル レヤ ーの2次 元核 がまず形成 され、layer-by-layerで 結晶成長 が進行 す ることがわ か

った。 また、炭 素原 子が固/液 界面 に存在す る場合、[001]引 き上げでは成長 の乱 れは小 さな

領域に とどまるのに対 して、[111]引 き上げ では乱れが伝搬す る傾 向があ ることを示 した。



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

ロープ レス リニアエ レベータの基礎研究

大 学(代 表者)大 学 院 システム情報科学研究科教授 吉 田 欣二郎

民 間機関 等LG産 電㈱研究所(LGIndustrialSystemsCo.,Ltd)

本研究は、垂 直に昇 る リニアモーターカーの概念に基づいた、高層 ビル用 ロープ レスエ レ

ベ ータに関す る基礎研 究である。 エ レベ ータの自重を支えて垂 直走行す るため には、大 きな

推進 力が必要で、PM形 リニアモータが最適で ある。今年度 は、昨年度 の実験装置 の解析 と

設計に基づ き固定子の製作 を行 い、昨年度製作 した制御PM形 移動子(ケ ージ)と 推進 ・案

内用位置セ ンサ システ ムを組 み込 んで、 リニアエ レベ ータ動作 の基礎実験 を行 った。基礎実

験 の結果は リニアエ レベー タの性能 が所望 の仕様を満足す ること、を確認 した。

自律制御型 ロボツト技術に関する研究

大 学(代 表者)大 学院システム情報科学研究科教授 平 澤 宏太郎

民 間 機 関 等 九州電力㈱

今年度は、自己形成 システムの構成法 とそのロボツト制御への応用についての検討を行い、

システムの自己形成手法、自己形成システムを構築するための一般的枠組、さらに自己形成

システムの同定 ・制御問題への応用に関する研究をまとめた。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

気液二相流における流動様式遷移機構に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 深 野 徹

民 間 機 関 等（財）宇宙環境利用推進センター

流動様式の遷移機構を支配 していると考えられる、小気泡の大気泡への合体条件を明確に

することを 目的とした。小気泡を液体中で静止させ得 る無重力下において、気泡が合体に至

るまでの気泡の挙動の観察を行い、本実験装置を用いて、大気泡の合体現象を実現すること

が可能であることが確認できた。気泡の発生に関 しては、実験前に想定 していた大きさの気

泡(10mm～20㎜)を 得 ることができた。合体に至るまでの気泡の運動に関しては、気泡発生

時に生 じる擾乱による気泡の揺動が大 きく、複雑な3次 元運動となる場合があることが観察

された。

研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

工場 におけ る漏洩 可燃性 ガスの レーザ ー レーダーに よる監視 システムの開発

大 学(代 表 者)大 学 院 システ ム情報科学研究科教授 前 田 三 男

民 間 機 関 等 三菱 重工㈱

本研究 の 目的 は差分吸収型 レーザ ー レーダ方式 に よ り、工場等のエ リア内の メタンガス漏

洩 を リモー トセンシングで きるシステ ムを開発す る ことにある。 まず計算機 シ ミュ レーシ ョ

ンに よ り、濃度約100ppmの メタ ン分布を1㎞ の範 囲にわ たって計測可能な ことを示 す とと

もに、送信波長1.6μmの レーザ ー レーダシステ ムを試作 して予備的 な検知実験を行い、メタ

ンガスの検知 に成功 した。 また、小型の光パ ラメ トリツク発振器 を試作 し、1.6μmの 高 出力

パルス光を発 生 させた。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

デブ リ/マ イク ロメテオ ロイ ド計測に関す る研究

大 学(代 表者)工 学部教授 八 坂 哲 雄

民 間 機 関 等（財）宇宙環境利用推進センター

衝突試験 を行 ってそ こで発生す る破損の個 数、サイズ、な らびに飛散速度 の関係を求め る

ことを 目的 とした。速度計測はCCDカ メラの2重 露光法 を新 たに開発 して行 った。炭素繊

維強化プラスチック を表皮 と したハ ニカムサ ン ドイ ツチ板 に対 して、鋼球を衝突 させた とき

のデーターを得た。

微小重力場の沸騰熱伝達に関する基礎研究

大 学(代 表者)工 学部助教授 大 田 治 彦

民 間 機 関 等財 宇宙環境利用推進センター

核沸騰熱伝達は宇宙での高効率熱交換を行う上で有用な手段であり、材料開発に必然的に付随する熱交換過程、宇

宙機器からの廃熱処理システム、宇宙用電子機器に使用される高発熱密度半導体素子の冷却、宇宙における将来的
なエネルギー源の一つとしての原子炉の炉心冷却などに広 く適用されるものと考えられる。従来、伝熱面平均熱伝達

係数のみを莫然と議論しているためほとんど何も解明されていなかった状況に対 して、本研究では測定法を新たに

研究開発 して、微小重力場の核沸騰における熱伝達機構を定量的に解明するための基礎データを得ることを目的と
する。宇宙開発事業団TR-1Aロ ケット(平成8年9月25日 午 前7:00種 子 島より打上げ)実 験により以下の結果を得た。

(a)実験技術関連

i)セ ンサー付裏面加熱透明伝熱面の開発。ii)気 泡底部液膜厚さ測定センサーの開発、iii)発泡開始から発生気泡

除去までの実験シーケンスの確立。iv)広範囲の液体サブクール度 と熱流束の組み合わせにおける、微小重量下

の核沸騰に関する熱伝達と気泡底部液膜厚さの詳細データの収集。v)伝 熱面付着気泡底部の液膜挙動に関する

詳細映像の収集。

(b)ロケ ツト実験結果関連

i)定 常状態を保持 し得る液体サブクール度と熱流束の組合せの存在を確認 した。飽和沸騰でば定常状態の保持が

不可能で、現象が伝熱面の加熱履歴に依存する。合体泡の下部で核生成が生 じない場合もある。ii)飽和 もしく

ば低サブクール域において、伝熱促進が著二しい熱流束範囲が存在する。飽和状態においては低熱流束でもバー
ンアウ トへ移行する可能性がある。伝熱促進領域においては液体サブクール度が低いため、加熱条件のわずか

な差異によって、またば時間の経過によりバーンアウトを生じる場合があり、一般に伝熱劣化の危険性が付随

する。iii)合体大気泡底部に発生直後の一次気泡が充満する二重構造を確認 した。比較的小さい一次気泡底部の
ミクロ薄液膜中にも乾き部の発生を確認した。μg下 の核沸騰熱伝達を支配するのば伝熱面付着(一 次)気 泡

底部に存在するミクロ液膜の蒸発である。

①解析
i)液 膜厚さの測定値をもとに、伝熱面付着気泡底部の ミクロ液膜厚さの変化を気泡成長期間の全体にわたって予

測する方法を考案し、液膜内非定常熱伝導により伝熱面熱流束が予測できることを示した。



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

流況予測 プログラムの開発
一超 大型浮体構造物 周辺 の流況及 び生態系予測 手法 の開発 一

大 学(代 表者)大 学院総合理工学研究科 教授 経 塚 雄 策

民 間 機 関 等 メガフ ロー ト技術研究組 合

2次 元流 況解析 では、 メガフ ロー ト技術研究組 合で実 施中の長 さ300m、 幅60m、 水深0.5

mの 実証 実験模型 に合わ せた計算 を、東京湾全域か ら3種 類 の差分 メ ツシ ュ(1000m、200m、

20m)を 使 ってズー ミング手法 に よって実施 した。その結果、実海域 での流速 の計測値 との

一致 も良好 で、高精度 な数値計算法で あることが判 明 した。3次 元流況解析 プ ログラムでは、

1㎞ メ ッシュを使 い、東京湾 の流況、水温お よび塩 分の拡散計算 を実施 した。既存の観測値

との比較 に よ り、信頼性 の高 い計算結果が得 られてい ることを確認 した。

レーザ ー誘 雷の実用化 に関す る研究

大 学(代 表者)大 学 院総合理工学研究科教授 村 岡 克 紀

民 間 機 関 等 九州電 力㈱ 総合研究所

レーザ ー誘雷の フィール ド試験 に入 るか どうかを決め る一つ の指針 として、 レーザ ー生成

プラズ マが鉄塔か ら自発進展す る リーダーを発生で きるか否 かがポイ ン トとなる。そ こで、

その正否を検証す るため、500分の1の スケールの誘雷模擬装置 を もちいて今年度か ら本格的

な実験に入 った。直流 高電圧下 では接地側棒電極付近で集塵効果 が起 こ り、大気中 のエ ア ロ

ゾルが減少 し、 プラズマ生成 を阻害 して いることがわか った。 また、 レーザ ー生成 プラズマ

に よ り接地側棒電極 か ら印加電圧 の極生 とは逆極生の リーダ ーが発 生 し、助長 されてい るこ

とが フ レー ミングカメラに よって確かめ られた。



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

並列 ・分散処理の基礎研 究

大 学(代 表者)大 学院 システ ム情報科学研 究科教授 雨 宮 真 人

民 間 機 関 等財 京都高度技 術研 究所

本年度 は特 に並列分散処理に基づ く実時間統 合 メデ ィア環境 の研究を 中心に研究を進 め、

(1)実時間三次元動画合成 ・編集環境の研 究、(2)実時間イ ンタラクシ ョンに関す る研究、(3)高

速情報交換 ・通信技術に関す る研究、④情報 の配置 ・蓄積 ・検索技術に関す る研究、(5)マル

チメデ ィア情報検索 ・広域 コーディネ ーシ ョン計 算環境等 、広域 マル チメデ ィア情報環境に

つ いてそ の基礎概念、方式基盤技術確立に 向けて一定 の成果 を得 た。

固体電解質燃料電池の構成材料の評価と電極反応の解析

大 学(代 表者)大 学院総合理工学研究科助教授 江[浩 一

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所

固体電解質燃料電池は将来の発電システムとして注 目されている。本研究ではこの型の燃

料電池のセラミツクス構成材料の性質向上 と電極の高機能化を 目的としている。本年度はメ

タンを燃料とした内部改質型燃料電池における改質反応、物質移動、電極反応の相互関連に

ついて基礎的な知見を得た。その結果、電極反応においては濃度過電圧が大きな効果をもつ

こと、改質反応の活性が大きく電池性能に影響することが明らかになった。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

低濃度 窒素酸化物 の大気温度還元無害化

大 学(代 表者)機 能物質科学研究所教授 持 田 勲

民 間 機 関 等 大阪ガス㈱,三 菱重工業㈱

銅イオ ン交換ZSM-5の 高温焼成 に よるN,0分 解の定価をイオ ン交換 、 焼成 を繰 り返す こ

とに よ り改善 した。 さらに、水熱安定性 の改善 に も効果が見 られた。 ロジ ウ ムイ オ ン交 換

ZSM-5に よ り、300℃ の低温で低濃度のN20を ほぼ100%分 解す る ことを確認 した。SO2が 共

存す る と、Cu、Co、Rhの 各金属イオ ン変換ZSM-5のN20に 対す る分解活性は どれ も激減

した。

微小重力下での半導体 ・多層膜の気相法に よる成長
一高温融液のマランゴニ対流に及ぼす諸因子の影響一
一気相法による多層膜結晶育成 とモデル化一

大 学(代 表者)機 能物質科学研究所教授 今 石 宣 之

民 間 機 関 等 助宇宙環境利用推進センター

局所加熱された水平流路内の気体中に生 じる強制対流 と自然対流の共存流に関 して、数値

シミュレーシ ョンを行い、その結果を落下塔実験、小型航空機実験などを含めた実験によっ

て検討 した。その結果、共存流の性質、発生形態、発生条件、などについて一般的相関を得

た。重力が時間的に変化する場内での、共存流の過渡応答についても、数値解析は正 しい予

測を与えることを確認 した。

タングステン薄膜のCVD実 験を行い、成膜速度が原料濃度に非線形的に依存することを

示 した。このような場合の ミクロな凸凹上への成膜形状のシミュレーション手法を開発 した。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

半導体 の結晶成長に関す るシ ミュ レー シ ョンの研究

大 学(代 表者)機 能物 質科学研究所教授 今 石 宣 之

民 間 機 関 等財 宇宙 環境利用推進 セ ンター

シ リコン単結 晶育成炉 の総合熱流動解析に必要な、気相 内の熱流動 ・物質移動の数値 シ ミ

ュレーシ ョンコー ドの開発 を行 った。本解析 コー ドは、Cz炉 内 の 希 薄 アル ゴンの流れ、温

度分布、酸素等 の濃度分布 を解析す る ことを 目的 としている。今年度開発 した コー ドの適用

範囲は極 めて狭 く、炉 内温度分布が小 さい場合に限 られているが、 るつぼ壁 と結晶棒 の間の

空間に弱い循環流 が形成 され る ことを示す ことが出来た。 この循環流 の存在は、 メル ト表面

か ら気流 への、酸素 の物質移動 に対 して大 きな拡散抵抗 を示す ことが示唆 された。

燃焼排ガス中の低濃度N,0分 解 ・熱安定ゼオライ ト触媒の開発

大 学(代 表者)機 能物質科学研究所教授 持 田 勲

民 間 機 関 等 電源開発㈱

活性炭素繊維上での反応機構解析の結果か ら、繊維上でSO,の 酸化により生成 した硫酸の

脱着が全反応の得速となっていることが明らかとなった。大量のH20を 導入すると硫酸の脱

着が促進され活性は増大するが、生成する硫酸濃度が低下する。水分量5%で 繊維の量を3

倍に刷ればINの 濃度の硫酸を製造可能であることがわかった。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

微小重力下における流体挙動に関する研究

大 学(代 表者)機 能物質科学研究所助教授 高 松 洋

民 間 機 関 等（財）宇宙環境利用推進センター

漏れ性の高い液体 と空気を水平な密閉円管内に封入し、これを突然微小重力状態においた

ときの気液の挙動を観察 した。実験は㈱地下無重力センターの落下坑実験施設を利用 した。

重力下で下にたまっていた液は、微小重力になると同時に管内面をはいあが り、液膜を形成

しそ うにな りなが ら直ちに分裂 し、軸方向にほぼ等間隔にならんだ液のプラグを形成 した。

この原因を明らかにするため環状液膜の安定性解析を行 ったところ、理論的に得られた最不

安定波長は液体プラグの軸方向ピツチとほぼ一致 し、この現象の物理的メカニズムが明らか

になった。

高性能 ハニカムローターの吸着プ ロセスに関す る研究

大 学(代 表者)先 端科学技術 共同研究 セ ンター助手 古 川 勝 彦

民 間 機 関 等 ㈱西部技研

プラズマ処理に よ り有機溶剤 回収装置 内において吸着物質 と して使われてい るゼオ ライ ト

の表面改質を行 った。表 面の フ ッ素処理 に よ りゼオライ トの トルエ ンに対す る吸着性能 は最

大 で50パ ーセ ン トの向上が見 られた。 また、そ の吸着物質表面を赤 外分光法 に よ り観察す る

ことで吸着性能向上の鍵 を握 る吸着物質表面 のキ ャラクタ リゼ ーシ ョンを行 い、吸着性能 向

上 のメカニズ ムを明 らかにす る上での基礎的 な知見を得た。



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

高温超伝導材料の電力機器への適用に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 船 木 和 夫

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所

液体窒素温度で動作する大容量電力機器用超伝導体の開発を 目指 し、現在開発 されている

平角形状Bi2223超 伝導線材を用いて転位並列導体を構成 し、その電力機器への適用性につい

て理論、実験の両面から検討 した。その結果、1)臨界電流特性の向上、線材のツイス ト化、

母材の合金化等の開発項 目はあるものの、これ らはいずれも近い将来に実現できるレベルと

期待 されること、2)並 列導体を構成 し大電流容量化を図ることに伴って新たに発生する付加

的交流損失及び電流の偏流は、適当な位置で転位を施 しさえすれば転位位置が全長に対 し数

%程 度最適位置からずれても、問題 とならないほど微少であること等を明らかにし、転位並

列導体構造が電力機器用酸化物超伝導導体にも適用できることを示 した。

中性子計測データの計算機直接入力に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 的 場 優

民 間 機 関 等 動力炉 ・核燃料開発事業団 大洗工学センター

原子炉雑音の時系列データを計算機に直接入力する装置の開発を行った。本年度の研究に

より、2個 の検出器による中性子検出の自己 ・相互相関の情報を実時間軸上で未加工データ

として収集できるようになった。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

浅所陥没発生機構の解明および復旧対策工法等の確率に関する共同研究

大 学(代 表者)工 学部教授 江 崎 哲 郎

民 間 機 関 等 新エネルギー ・産業技術総合開発機構 鉱害本部九州事業部

本年度はガイドブック の内容を再び吟味し、目次、内容の再検討を行 うとともに実際に使

用する例か らの意見も含めて修正を行い、同ガイドブック を完成させた。すなわち、共同研

究制度が出来る以前から16年間にわたって研究を行 った成果(影 響円解析法の電算化、発生

機構解明のためのモデル実験、数値解析、現場の調査、対策防止工法)、7年 前に発行 した

対策工法に対す る技術指針、九州通商産業局などの協力による統計資料などを含めたガイ ド

ブックを完成 させた。

アジアモ ンスーン降雨 プ ロセスの研 究(そ の2)

大 学(代 表者)理 学部教授 高 橋 勘

民 間 機 関 等 宇宙 開発事業 団

平成8年ll月15日 よ り1ヵ 月、 ブル ネイでのモ ンス ーンに伴 う積乱雲ヘ ビデ オゾンデを多

数飛揚、降水機構 の研究 を行 った。 ビデ オゾンデには新 し く顕微鏡 ビデオシステムも加え ら

れ降水粒子の映像の他 、氷晶の映像 も得 られ る。 ここでは驚いた ことに大陸性降水機構を示

し、氷晶域での霰形成 が活発 で同 じ赤道域 のポナペ 島、マ ヌス島や タイのプーケ ツ ト島と著

しくそ の降水機構が異な っていた。



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

高エネルギー荷電粒子輸送 コー ドの研究

大 学(代 表者)工 学部教授 石 橋 健 二

民 間 機 関 等 ㈱三菱総合研究所

本研究 では、核反応に核 内カス ケー ド・励 起 子 ・蒸 発 モデルを導入 した コー ド(HETC-

3STEP)を 提案 してい る。当該年度 は、励起子模型 におけ るカスケー ド残留核 の反跳 エネル

ギーの考慮、 お よび弾性散乱過程 の導入を行 った。高 エネルギ ーでは弾性散乱 の効果 は小 さ

い ことが明 らかに なった。

フレア型護岸の越波制御効果 と波圧特性に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 入 江 功

民 間 機 関 等 九州電力㈱

本研究では、フレア型護岸断面形状が越波制御機能に及ぼす効果 と、護岸に作用する波圧

特性について検討を行った。護岸の滑動および転倒に対する安定性の確保を目的 として付加

される護岸基部の凸部は、常時水面下であれば越波制御機能に殆ど影響を与えないことを示

した。また、波圧の最大値および分布特性は護岸前面に設けられる消波工空隙率に大きく依

存 し、消波工を低天端としたときの空隙率が40%以 下であれば最大波圧は波高相当の静水圧

の2～3倍 程度に低減 されることを示 した。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

非越波型防波護岸に作用する衝撃砕波圧の低減に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 入 江 功

民 間 機 関 等 ㈱神戸製鋼所

本研究では、低天端消波工の空隙率が消波機能および非越波型防波護岸に作用する衝撃砕

波圧の低減に及ぼす効果について検討を行 った。波の通過率および最大作用波圧は、空隙率

の減少にともないほぼ直線的に減少する傾向にあることを示 した。また、消波工空隙率が40

%以 下であれば最大波圧は波高相当の静水圧の2～3倍 程度に低減され、護岸の相対設置水

深(設 置水深と入射波高の比)に 対する最大波圧の変動は非常に小さくなることを示 した。

浮遊物体 があ る場 合の コロナ放電 モー ドの解 明

大 学(代 表者)大 学 院 システ ム情報科学研究科教授 原 雅 則

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所

コロナ放電 モー ドに対す る物体帯電 の影響

イオ ン流場 を形成す る針対平板電極系を用い て、電極間に浮遊金属球 がある場合 の帯電球

が コロナ放電 モー ドに与 える影響 につ いて浮遊球の位 置、大 きさ、キ ャツプ長 をパ ラメータ

として検討 した。 以下 に主 な成果 を示す。

1)コ ロナモー ドは、オ ンセ ッ トス トリーマ、 グ ローコロナ、ス トリーマ コロナを経 由 してフ

ラ ツシオーバに至 る ことを明 らかに した。

2)浮 遊球 の位置 の影響 として、浮遊球が針近傍に ある場合には帯電 に よる電界緩和 の効果に

よ りフ ラツシオーバ電圧 が上昇 し、平板近傍に ある場合には球 一平板 間に部分 フ ラツシオ

ーバが発 生す る ことを示 した。

3)浮 遊球 の大 きさは、 コロナ開始電圧にはほ とん ど影 響 しないが、ス トリーマ開始電圧は、

その大 きさに影響 され る ことがわか った。

4)短 ギ ャツプでの耐電圧特性 は、浮遊球の帯電に よるス トリーマ進展抑制効果 よ りも、浮遊

球 に よる有効 ギ ャツプ長 の短縮効果が支配的 とな ることがわか った。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

ブ ローヘッ ド内の樹脂流動 シ ミュ レー シ ョン

大 学(代 表者)工 学部教授 船 津 和 守

民 間 機 関 等 東洋製罐 グル ープ綜合研究所

二重管 の内側流路 と外側流路の流量比を1.0、 粘度 比1.2(外 側流体が高粘度)と し、両流

体 ともにGiesekusモ デル のパ ラメータ α=0.5流 体 を流 した場合 の解析を行 った。すべ りの

大 きさは合流前 内側流路 の平均流速 の何%に 相当す るかで評価 を行 い、今回 の解析では、合

流前で11～12%、 合流後4～5%の すべ りを与えた。すべ りな しのケース と比較 した結 果、

面積ス ウェル、径 ス ウェルは3～4%減 少 したが、厚みス ウェルに関 してはほぼ一定の値を

示 した。

研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

多層流れのシ ミュレーションに関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 船 津 和 守

民 間 機 関 等 三菱樹脂㈱ 長浜研究所

本研究では、多層成形工程の流動シ ミュレーションを行 うため、粘弾性モデルを用いた二

重円管の内部および出口の二層流動シ ミュレーションを行い、各層の厚みおよび押出物形状

に対する流動特性、層配置の影響等について検討 した。主な成果はダイ外において押出物は

弾性の強い層を外側に配置 した方がより大きく外側に移動すること、界面の不安定現象発生

に関 して、流体が合流した直後に、両流体問で界面に沿った法線応力に大 きな差が表れるこ

と、さらにこの差には伸長粘度の影響が大きいことを明らかにした。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

プ ロセス プラズマ中のパーテ ィクル計測技術の開発

大 学(代 表者)大 学院 システム情報科学研究科 教授 渡 辺 征 夫

民 間 機 関 等 リオ ン㈱

本研 究は、 プ ロセスプラズマ中のパ ーテ ィクルを簡便 にモニタす る手法の確立を 目的 とし

てい る。本年度 は、 ダイオー ドレーザを光源 とす る、パーテ ィクル のサ イズ と密度の2次 元

分布計測 システムを開発 した。 この システ ムは従 来の ものに比べ、小型で取扱いが容易であ

る。 また、サイズが既知 の微粒子を用いて、開発 したシステムの感度を評価 し、本 システ ム

がシ ランプ ラズマな どのCVDプ ラズマ中のパ ーテ ィクルのモニタに有 効 で あることを示 し

た。

研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

漂泊 のための錯体触媒の開発

大 学(代 表者)理 学部教授 大 川 尚士

民 間 機 関 等 プ ロクター ・ア ン ド ・ギ ャンブル ・フ ァー ・イ ース ト・イ ンク(P&G)

大環状配位子に組 み込 んで安定化 させ たホモ金属二核錯体お よびヘテ ロ金属二核錯体 を多

数合成 して、過 酸化水素を用 い る漂 白作用 の触媒作用を、 ア リザ リンを基質 として分光法 で

検討 した。その結果、幾 つかのヘテ ロ二核錯体が触媒活性を示す ことが示 された。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

ジルカロイ合金の高温高圧水による酸化機構と水素吸収機構の解明

大 学(代 表者)工 学部教授 杉 崎 昌 和

民 間 機 関 等 原子燃料工業㈱

ジルカロイ合金の酸化挙動がSn濃 度に依存する機構を調べるため、X線 光電子分光法に

より緻密な酸化膜中のSnの 化学状態を分析 し、Snは 酸化膜中で表面極近傍を除き金属状

態を保っていることを明らかにした。この結果をもとに、酸化膜が保護性を失 う際にSnが

果たす役割を提案 した。

軽 水炉炉心 に よる放射性廃棄物消滅処理 の研究

大 学(代 表者)工 学 部教授 工 藤 和 彦

民 間 機 関 等 九州電 力㈱

まず現行の加圧 水型 軽水炉(PWR)の 燃料取 出時におけ る超 ウラン元素(TRU)イ ンベ

ン トリを把握 し、次に このPWR炉 心 で どの程度 のTRUの 消 滅 処 理 が可能か を検討 した。

燃料母材に ウラン(UO,)を 用 いた場合、消滅率は約10%で あ るが、 トリウム(ThO,)を 用

いる と約40%ま で消滅率を高め ることが出来 ることがわか った。並行 してPWR炉 心を用い

た兵器級 プル トニウムの変換処理 について解析 を行 い、有用 な結果 を得た。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

不均質多孔質媒体中の水理 ・物質移動に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 神 野 健 二

民 間 機 関 等 動力炉 ・核燃料開発事業団

不均質場において、地下水の流れ と物質輸送を解析するための数値計算モデルの開発 と、

実験装置より得 られたデータを用いての同モデルの検証を行い、その妥当性を確認 した。

研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

コンク リー ト中の トリチ ウムの挙動 に関す る研究

大 学(代 表者)工 学 部教授 古 屋 廣 高

民 間 機 関 等 佐藤 工業㈱

放射性物質取扱施設 の解体 に伴 い発生す る コンク リー ト廃棄物 中の浸透放射能量予測 を行

うため トリチウム水 と接触 した コンク リー トへ の汚染浸透お よび トリチ ウム水を用 いて作製

した コンク リー トか らの トリチ ウムの放 出に関す る研究を行 った。

得 られた結果は以下の通 り。水 と接触 した ときの コンク リー トか らの トリチ ウムの放 出は

空隙 を介 した拡散に支配 され、その拡散係数 は室温 で10-11m2/sの オ ーダ ーであ った。 また、

水蒸気 と接触 した ときも同様 の拡散 に支配 され 、そ の拡散係数は室温で10-14m2/sの オーダ

ーであった。



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

無接点型直流大電流スイッチ の基礎研究

大 学(代 表者)大 学院システム情報科学研究科教授 竹 尾 正 勝

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所

100A級 永久電流スイッチ(PCS)と 超伝導 磁気エネルギー貯蔵装置 との組み合わせ試験

を行い、PCSの 有効性を示した。また、1000A級PCSの 試作を行い、ON動 作 の確認を行

った。

研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

電撃による害虫駆除に関する要素研究

大 学(代 表者)農 学部教授 齋 藤 明

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所

マツノザイセンチュウに感染 した松を電撃により回復 させることが可能か どうかについて

研究を行 った。実験室 レベルでは電気の印加処理によってセンチュウの枯死が確かめられた。

苗畑 レベルの実験では不完全ながら、電撃によって故損をまぬがれる苗木が多いことが確認

された。また、今回の印加量では苗木の成長は影響を受けないことも明らかになった。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

森林の公益的機能 の評価に関する研究

大 学(代 表者)農 学部教授 齋 藤 明

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所

炭酸ガス固定能に優れた樹種の検索と増殖および固定能力の高い固体の作出を 目的とした

研究を行 った。センダンを対象樹種 として、組織培養による無菌苗の増殖法を確立 した。ま

た、同属のクサセンダンについても同様に無菌、有菌条件での増殖法を確立 した。さらに、

コルヒチン処理による4倍 体植物の作出法を確立した。

研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

農業用電気機械 の開発 に関す る研究

大 学(代 表者)農 学部 附属農場助教授 中 司 敬

民 間 機 関 等 九州電 力㈱ 総合研究所

1.農 作業 支援 システ ムとしての多機能電動作業機の基本概念 に基 づいて、 圃場実験機2号

機 と小出力耕転 ・除草 ユニ ッ トを試作 した。

2.人 に優 しい走行 ・操舵方法 のプ ログラムを作成 し、検証 した。

3.非 接触型 入力操作 系の要素技術 として、音声入力 システ ムを構築 した。

4.二 輪速度差制御 車両の走行軌跡 をシ ミュレーシ ョンす るプログラムを開発 した。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

プ ロセ ツシ ングのため のNLDプ ラズ マの振舞に関す る研 究

大 学(代 表者)大 学院総合理工学 研究科教授 村 岡 克 紀

民 間 機 関 等 日本真空技術㈱

本研 究では、磁気 中性線 プラズマ(NLD)の プロセシ ングプ ラズマと しての ポテ ンシャル

を検証す る ことを 目的 とし、磁気中性線(NL)ま わ りでの電子 の挙動について研 究を行 っ

た。特 に、プ ラズマ中の電子温度、電子密度の計測 には、 レーザ ー トム ソン散乱法を適用 し

た。その結果 、NL平 面上 の電子温度分布はNL上 で ピー クとな り、電子密度分布はNLよ

りも半径方 向内側 に ピー クを持つ ことがわか った。このよ うなNLDプ ラズマの 特 徴 が 現 れ

るか ど うかは、規格化 された高周波電界強度 と強い相 関がある ことがわか った。すなわち、

NLDプ ラズマ形成 のためには、磁 場 勾 配 と電界強度 に適 当な範 囲が あることがわか って き

た。

地下ダム建設に伴 う地下水の挙動を管理 ・利用するための数値計算モデルの開発

大 学(代 表者)工 学部教授 神 野 健 二

民 間 機 関 等 西松建設㈱ 技術研究所

①現地より採取 した土壌 カラムを用いて、実験を行い、不飽和特性のはあくと、不飽和の浸

透の数値計算を行い、現地における函養量の評価方法の検討を行 った。

②現地の地質を模擬した砂箱水槽実験装置を作成 し、塩水侵入挙動の実験 と数値計算を行い、

モデルの検証を行った。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

ミク ロバ ブル超 臨界CO2処 理 に よる細菌表面構造変化の解析

大 学(代 表者)農 学部教授 箴 島 豊

民 間 機 関 等 ㈱ 島津製作所 基盤技術研究所

新 たに開発 した ミク ロバ ブル超臨界CO2連 続処理 システムに よる大腸菌、乳酸 菌、各種酵

母、バ チル ス属細菌胞子の非加熱失活化 を試 み、失活効率 に及 ぼす温度、圧力、CO2流 量 、

処理速度 な どの各種パ ラメーターの影響 を明 らかに した。処理速度24L/hの とき0.5kg/h以

上 のCO,を 供給 した場合、6Mpaの 圧力条件下で大腸菌、パ ン酵母及び乳酸菌は完全に死滅

した.バ チル ス属胞子の失活 において、失活率 と処理時 の問 には直接関係が認め られ、55℃ 、

30Mpaの 条件下 では23minの 処理に よ り失活率は98%に 達 した。

エキ シマ レーザ ー内放電 プ ラズマの制御の高度 化に関す る研究

大 学(代 表者)大 学院総合理工学研究科助教授 内 野 喜一郎

民 間 機 関 等 ㈱小松製作所研究本部中央研 究所

放電励起エ キシマ レーザ ーの性能 改善 の一助 としてぐ本研究 では予備電離過程について調

べた。特に、予 備 電 離 過 程 を理想 的条件下 で検討す るため、高真空(到 達 真空度1×10-7

Torr)の 得 られ るチ ャンバ ーを製作 した。従来 よ り、光電離す るガス粒子は不純物粒 子であ

ると言われてい る。その確認 のため、チ ャンバ ー内部 の放 出ガスに よるベ ースガス圧 を初 め

て定量的に変化 させ、光電離信 号を得 た。そ の結果、光電離信号にベ ースガス圧 に比例す る

成分があ ることを明 らか とした。 また、キセ ノンガスを0.1Torrネ オ ンガスに添加す ること

で光電離信号が約10倍 大 き くなる ことを明 らか とし、予備電離の能動的制御 の可能性 を示 し

た。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

球果 害虫の産卵 回避 フ ェロモ ンを活用 した被害防除法 に関す る研究

大 学(代 表者)理 学部助手 白 石 昭 雄

民 間 機 関 等 北海道立林業試験場

カラマ ツタネバエの雌 の体全体 をホモ ジェネー トして、 高 速 液 体 ク ロマ トグ ラ フ ィ ー

(HPLC)を 使 って分割 ・抽出 した4種 類 の成 分をテス トした。2種 類の成分について、肢の

化学感覚毛か ら反応を得 た。 これ らの成 分には産卵 回避 フ ェロモ ンが含 まれ てい る可能性を

示唆 した。

シ リコン中の重金属の挙動 に関す る研 究

大 学(代 表者)先 端科学技術 共同研 究セ ンター助教授 中 島 寛

民 間 機 関 等 新 日本製鐵 ㈱ 先端技術 研究所

siウ エハ上 に単結 晶siを 成長 させたエ ビタキ シャル(エ ビ)ウ エハは、平坦性 が良い こ

と、結 晶 欠 陥 が少 ない ことに より、今後のLSI用 基 盤材料 として重要 である。 しか しなが

ら、エ ビウエハは、結 晶成長時 に重金属汚染が意図せずに生ず る問題 を抱 えてい る。本研究

では、エ ビウエハ中の重金属 の汚染 を調査 して汚染種を同定 し、エ ビ成長 プ ロセスの ク リー

ン化 を図 るための指針 を得 る ことを 目的 として いる。得 られた成果は、以下 の通 りであ る。

7種 類 のエ ビウエハ をDLTSに よ り評価 した。あ るウエハに対 して、Ev+0.29eVに 位置す

る正孔 捕獲中心が観測 された。 この欠陥 は、Moに よるもの と考 え られ る。 そ の 濃 度 は、

3×1011cm』3で あ る。Fe、Niに つ いても調査 したが、検出限界以下であ った。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

押出加工シ ミュレーション技術

大 学(代 表者)工 学部教授 船 津 和 守

民 間 機 関 等 住友化学工業㈱

共押出形成にみられる包み込み現象を解明すべ く、純粘性流体を用いた三次元ダイ内多層

流動 シミュレーシ ョンプログラムを開発 した。壁勇断速度が500s-1の 実操業 レベルの高勇

断速度域で解析を行 った結果、壁近傍で低粘度流体が高粘度流体を包み込む様子を定性的に

表す ことができた。

高燃焼度燃料 内の固体FPの 挙動評価

大 学(代 表者)工 学部教授 古 屋 廣 高

民 間 機 関 等 動力炉 ・核燃料開発事業団 大洗工学 セ ンター 燃料材料開発部

改良型 ステ ンレス316被 覆管 の酸化実験を炉内環境を模擬 した条件 の下 で行 った。今 年 度

は酸素 分圧 の高い領域、温度600～800℃ 、時間0～120時 間で実験 し、酸化 に よる重量 の変化、

腐食 生成物 の同定 を行 った。今 回の実験条件の下ではステ ン レスの酸化 は放物線則に従 って

進行 してい ることが分 か った。 また酸化試料に生成 していた酸化膜 は2層 を成 してお り外層

はFe系 酸化物 、内層 はFe-Cr-0系 酸化物で形成 されてい ることをX線 回折装置、電子顕

微 鏡、イオ ンマイ クロアナ ライザ ーを用い て確認 した。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

オーステナイ ト鋼 におけ るイオ ン照射に よる析 出物 の照射安定性評価(fl)

大 学(代 表者)応 用力学研究所教授 吉 田 直 亮

民 間 機 関 等 動力炉 ・核燃料開発事業団

リン添加 オーステナイ ト系モデル合金 及びその実用鋼 に対 して、銅 イオ ンを773-923Kの

温度範 囲で最大150dpaま で照射 し、内部組織 の電子顕微鏡観察を行 った。 その結果、 リン

の添加に よ りボイ ドスエ リングが著 しく減 少 した。 この様 な現象 は、高速中性子照射 した試

料 において も観察 され ていたが、その機構 については解 明 され ていなか った。本共同研究で

は、詳細 な電子顕微鏡観察 とイオ ン照射実験 の特徴 である照射量、照射温度を広範な領域 ま

でふらす ことに よ り、 この現象が リン添加に よる転位密度 と リン化学 の形成に起因す るもの

である ことが 明らかに された。

混合媒体の熱力学的性質に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 伊 藤 猛 宏

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所エネルギー研究室

R22-Rl23混 合物を用いる地熱バイナ リー発電設備の設計を支援、動作性能を確認するソ

フ トウェアを開発 し、サイクル性能の熱力学的評価を行 った。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

混合媒体の凝縮伝熱特性に関する研究

大 学(代 表者)機 能物質科学研究所教授 小 山 繁

民 間 機 関 等 九州電力㈱ 総合研究所

流路断面内の蒸気コアと液膜 とが非平衡にあ り、気液界面でのみ相平衡が成 り立つと仮定

して、プレー ト式熱交換器内での混合媒体HCFC22/HCFC123の 凝縮特性を予測する方法を

開発 した。具体的には、

(1)純媒体HCFCI23に 関する実験結果を参考にして、液膜熱伝達特性を同定 した。

(2)混合媒体HCFC22/HCFCI23の 実験結果を参考にして、蒸気 コア物質伝達特性を同定 した。

(3)開発 した予測計算法を用いて、種 々の熱源及び混合媒体の入 口条件に対する局所凝縮伝熱

特性を明らかに し、その結果 より凝縮伝熱特性の簡易予測式を提案 した。

高温岩体貯留層内流動構造の評価技術に関する研究

大 学(代 表者)工 学部助教授 藤 光 康 宏

民 間 機 関 等 ㈲電力中央研究所 我孫子研究所

電力中央研究所で実施 されている高温岩体発電の実用化研究で、秋田県の雄勝実験場地下

で形成 された高温岩体人工貯留層の数値モデルを作成 した。亀裂の分布等にはAE震 源分布

を使用し、抗井単独及び抗井間の透水試験 と組み合わせた。雄勝実験場で平成6年 度 と平成

7年 度に実施された循環実験の圧力 ・流量等の計測データと対比したところ、抗井のフィー

ドポイン トの取 り扱いに改良が必要であることが判った。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

有害有機塩素化合物の脱塩素化に関する基礎的研究

大 学(代 表者)機 能物質科学研究所教授 田 代 昌 士

民 間 機 関 等 ケミカルテクノ㈱ 福岡化学研究所

PCBな どの有害有機塩素系化合物の脱塩素化反応開発に先だって、モデル化合物 として

1一クロnナ フタリンを選び、生石灰を用いる脱塩素化反応について検討し、脱塩素化体の生

成を認めた。

研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

有機酸を含む系の気液平衡推算の研究

大 学(代 表者)工 学部教授 荒 井 康 彦

民 間 機 関 等 出光石油化学㈱ 研究開発部化成品研究所

H7年 度のカルボン酸/無極性物質系の気液平衡の測定に引き続き、本年度はカルボン酸/

極性物質の測定 と相関を実施 し、当初の 目標通 りの成果を挙げている。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

偏心傾斜荷重の効果を考慮 した杭の支持力評価に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 落 合 英 俊

民 間 機 関 等 ㈱建設技術研究所

上載圧を空気圧で載荷出来る大型三軸土槽を用い、アル ミ棒(直 径100mm、 根入れ長 さ600

㎜)を 模型杭 として水平荷重と鉛直荷重の組み合わせ荷重により載荷実験を行った。アクリ

ルパイプでの実験(昨 年度成果)と 同様、荷重の組み合わせが釣 り合い破壊モー ドに一致す

るとき、合成支持力が最大となることが確認 された。また鉛直沈下を考慮 した杭の水平支持

力式について若干の考察を行った。

形状記憶合金の力学特性 とその応用に関する研究

大 学(代 表者)工 学部教授 久 能 和 夫

民 間 機 関 等 日本 タングステン㈱

恒温槽、試験片タブ作製 とひずみ計測装置の選定に より、指定温度に対する形状記憶合金

の応カーひずみ計測が可能 となったので、実験データを取得、解析している。構成方程式の

定式化に対する研究も実施している。



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

偏載荷重を受けるRC張 出式T形 橋脚の設計法

大 学(代 表者)工 学部教授 彦 坂 煕

民 間 機 関 等 ㈱構造技術センター 福岡支社

偏載荷重を受ける鉄筋 コンクリー ト張出式橋脚の節点部対角線上のコンク リー トの応力状

態、破壊形態、破壊荷重等を知る目的で、T型 橋脚供試体の載荷試験を実施 し、またその破

壊過程を有限要素法弾塑性解析でシミュレー トした。節点部の破壊を構造部材の破壊に先行

させず、また節点部のひび割れ幅を抑えるためには、節点部に斜補強鉄筋を配置するのが最

も効果的であることが確認された。

研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

高速 ・高品質 アモル フ ァスシ リコン成膜技術の研究

大 学(代 表者)大 学 院総合理工学研 究科 教授 河 合 良 信

民 間 機 関 等 三菱重工業㈱ 技術本部長崎研究所

ラダー型電極 に高周波 を印加 をす るこ とに よ り、 プラズマを生成 し、 これにシ ランガスを

供給 しガ ラス基板上 にアモルフ ァスシ リコン膜を成膜 した。周波数 を13.5MHzか ら70MHz

まで上 げた結果 、プ ラズマ密度 が周波数 と共に高 くな った。次に、 ラダ ー電極 と基板 の間に

メ ツユグ リツ ドを挿入す る とアモル フ ァスシ リコンの膜質は向上す るが、 プラズマ密度が低

くな り、成膜速度 が下 がる ことが分か った。 メ ツユグ リツ ドの設 置は プラズマ電位 を下げ る

効 果があ ることが分か った。



研究題目

研究体制

研究成果

の 概 要

東洋医学的ヘルスケアの意義とその客観的評価

大 学(代 表者)健 康科学センター助教授 藤 野 武 彦

民 間 機 関 等MIL開 発㈱

主 として傍脊椎の自律神経応答の意義を検討 した。その結果、傍脊椎刺激により、痛みの

軽減 と身長の増大を認めた。また、不整脈の軽減もみられた。 これ らの結果は、東洋医学的

ケア、特に傍脊椎の圧迫が 自律神経の安定化に有用であることを示す。

大規模病院における物品の適切な供給及び搬送に関する方法論の確立

大 学(代 表者)医 学部附属病院材料部長 猪 俣 孟

民 間 機 関 等 ㈱セントラルユニ

特に手術部に対する材料部 よりの滅菌物の供給とい う観点から1995年 、!996年 の2年 間に

亘る手術部での科別 ・術式別の手術件数を分析 し、統計資料としてまとめた。



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

テ レプ レゼ ンス システ ムに関す る研 究

大 学(代 表者)大 学 院 システ ム情報科学研究科教授 松 永 勝 也

民 間 機 関 等 ㈱ フジタ イチケ ン

テ レプ レゼ ンス システ ム用 の新 しい立体TVシ ステムを開発 した。本 システ ムは広 い空 間

に散在す る物体 の位 置把握 を 目的 とした広視野映像(今 回は31イ ンチCRTを 採 用)中 に精

密作 業を可能 とす る高解像度領域(今 回は14イ ンチCRTを 採用)を 付加す ることので きる、

複合立体TVカ メラと、複合立体TVデ ィスプ レイか らな る。本 システ ムにおける作業時 間

は、従来の単一 方式 の システ ムに比較 し、訓練 な しに高い効率での作業 が可能 であ った。人

の 目に近 い特性 を持 つテ レプ レゼ ンス システムが開発 された といえ よ う。

研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

ミクロコ ツクス属細菌 の有用酵素遺伝子 の研究

大 学(代 表者)歯 学部教授 中 山 宏 明

民 間 機 関 等 ㈱ シー ・アール ・シー

組換DNA実 験等に有用であ ると考 え られ る酵素、ATP依 存性DNaseの 遺伝子 のク ロー

ニングを 目的 とし、本年度 は この酵素 の二つ のサ ブユ ニ ツ トの うち一方 の構造遺伝子を含む

と考 え られ るDNA断 片を得 ることに成功 した。現在、 このDNA断 片 を解析 中である。



研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

蛍光体発光に対す るプ ラズマ特性 の解明

大 学(代 表者)大 学 院総合理工学研究科助教授 梶 原 寿r

民 間 機 関 等 大電㈱

大 ドッ トプラズマデ ィスプ レイ用 の面放電型AC放 電電極 の特性 につ いて以下 の結果を得

た。電極寸法は6×6m㎡ か ら1.5×1.56mfi、 放電形態は2相 及び3相 放電 である。

1.最 小放電 開始電圧 は、電極基板表面 の電界強度を ある値 以上にす る電圧 として定 ま り、

ガス圧力には強 く依存 しない。

2.蛍 光体の輝度 向上のために、3相 電極について、誘電体層 の厚 さを変 えて電極 の静電容

量を変え、放電電流 を制御す ることを試みた。 しか し、絶緑破壊 のため結論 が得 られ なか

った。

3.蛍 光体基板への電子衝撃 を利用 して蛍光体輝度を高め るための駆動 回路 を設計 ・製作 し

た。

研究題 目

研究体制

研究成果

の 概 要

有機ELデ ィスプレイ用新規発光材料の開発

大 学(代 表者)大 学院総合理工学研究科教授 筒 井 哲 夫

民 間 機 関 等 ㈱同仁化学研究所

有機ELデ ィスプレイに使用す る青色並びに赤色発光色素に関する文献調査並びに材料探

索研究を実施 した。本年度はデバイスの耐久性の改善に特に重点を絞 り、これまで研究例が

少ない新規金属キ レー ト錯体をキャリヤ輸送材料や発光材料として利用する可能性を探索 し

た。広範な文献調査の結果からは、未だ有機EL用 材料として実験的に試されていない各種

の金属キレー ト錯体が存在することが分か り、今後系統的に探索研究をするための方針を議

論 し、幾つかの系統については実験研究に着手 した。


